
住宅宿泊管理業者登録申請書作成の手引き 

■お問い合わせ・登録申請書郵送先            

〒060-8511 札幌市北区北８条西２丁目札幌第１合同庁舎 

北海道開発局 事業振興部 建設産業課 住宅宿泊管理業係  

０１１－７０９－２３１１（内線５８８８） 

 https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/kensan/splaat000001idu5.html 

 

住宅宿泊管理業者の登録申請に当たっては、まずは、欠格要件に該当しないことをご確認

下さい。 

欠格要件 

 住宅宿泊事業法第２５条において、住宅宿泊管理業者の登録ができない者の要件が記載さ

れております。10 及び 11 については、特にご注意下さい。 

 

次のいずれかに該当するとき 

１．精神の機能の障害により住宅宿泊事業を的確に遂行するに当たって必要な認知、判断及

び意思疎通を適切に行うことができない者 

２．破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

３．登録を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者 

４．禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を

終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者 

５．暴力団員等 

６．住宅宿業管理業に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当

の理由がある者として国土交通省令で定めるもの 

７．営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号のい

ずれかに該当するもの 

８．法人であって、その役員のうちに上記１～６までのいずれかに該当する者があるもの 

９．暴力団員等がその事業活動を支配する者 

10．住宅宿泊管理業を遂行するために必要と認められる国土交通省令で定める基準に適合す

る財産的基礎を有しない者（住宅宿泊事業法施行規則第８条参照） 

← 直近の決算で負債の合計額が資産の合計額を超えている場合は登録できません。 

11．住宅宿泊管理業を的確に遂行するための必要な体制が整備されていない者として国土交

通省令で定めるもの（住宅宿泊事業法施行規則第９条参照） 

１）管理受託契約の締結に係る業務の執行が法令に適合することを確保するための必要な

体制が整備されていると認められない者 

← 住宅宿泊管理業者の登録においては、以下のいずれかの書類の提出をもって 

1

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/kensan/splaat000001idu5.html


 

申請方法 

 申請方法には、以下の２つの方法があります。 

① 民泊制度運営システムを利用する方法（電子申請） 

② 民泊制度運営システムを利用しない方法（書面申請） 

 いずれの方法においても、郵送で資料をお送り頂く必要があります。 

 住宅宿泊管理業の登録申請におきましては、民泊制度運営システムを利用して行うことを

原則としております。 

民泊制度運営システムの利用には、メールアドレス等の ID 登録が必要となりますが、登

録時に、通知が即時メール配信されるメリットがございますので、是非ご利用下さい。 

必要書類 

申請者が法人の場合は４ページの「表１ 登録申請に係る必要書類一覧【新規・更新時】

（法人業者用）」、個人の場合は５ページの「表２ 登録申請に係る必要書類一覧【新規・

更新時】（個人業者用）」から必要書類をご確認頂き、６ページ以降の記載例等を参考に必

要書類を作成下さい。なお、申請者が宅地建物取引業者の免許を受けた者である場合や、マ

「管理受託契約の締結に係る業務の執行が法令に適合することを確保するための必

要な体制が整備されている」ことを確認しております。 

【事業者の免許等で証明する場合】 

・住宅の取引又は管理に関する２年以上の事業経歴書（２６ページ参照） 

・宅地建物取引業の免許証の写し 

・マンション管理業の登録の通知書の写し 

     ・賃貸住宅管理業の登録の通知書の写し 

【従業員等の資格等で証明する場合】 

     ・登録実務講習の修了証の写し（※） 

     ・住宅の取引又は管理に関する２年以上の実務経験者職務経歴書（２７ページ参照） 

     ・宅地建物取引士証の写し 

     ・管理業務主任者証の写し 

     ・賃貸不動産経営管理士証の写し 

    ＋当該従業員が雇用されていることを証する書類（雇用契約書の写し、健康保険証の写し

等）。ただし、当該従業員等が申請法人の役員である場合や申請者本人の場合は、「当該

従業員が雇用されている事を証する書類」は不要です。 

２）住宅宿泊管理業務を適切に実施するための必要な体制が整備されていると認められ

ない者 

 

（※）登録実務講習制度について（国土交通省ＨＰ） 
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk3_000001_00057.html  
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ンション管理業者若しくは賃貸住宅管理業者の登録を受けた者である場合は、申請書類の一

部省略が可能です。 

民泊制度運営システムを利用して申請する場合、第１号様式については民泊制度運営シス

テム上で申請内容を入力することにより、出力が可能です。 

第１号様式を含め、必要書類の様式は北海道開発局ＨＰよりダウンロードが可能です。 

民泊制度運営システム 

民泊制度運営システムについての利用マニュアル、利用規約等は、民泊制度ポータルサ

イトに掲載しております。民泊制度運営システムの入力方法等のお問い合わせは、民泊制度

コールセンターへお願いします。 

 

民泊制度ポータルサイト 民泊制度運営システムのご案内 

 http://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/business/system/index.html 

民泊制度コールセンター（全国共通ナビダイヤル） 

 ０５７０－０４１－３８９  

受付時間９：００～２２：００ ※ナビダイヤルは通話料がかかります。 

新規登録時に必要な費用 

 住宅宿泊管理業者の新規登録においては、あらかじめ登録免許税として現金９万円を納付

いただき、登録申請書に領収証書の添付が必要です（収入印紙は不可）。納付先は、登録免

許税法第８条第１項により、札幌国税局札幌北税務署となっております。直接札幌北税務署

にて納付頂くか、国税収納を代行している金融機関にて納付して下さい。札幌北税務署以外

の税務署では、納付先を札幌北税務署とした納付はできませんのでご注意下さい。金融機関

でお支払い頂く場合の納付書の記載例については、１７ページをご確認下さい。 

 なお、５年ごとの更新時に 1 万９１００円（民泊制度運営システムを利用しない場合は１

万９７００円）の費用が必要です。 

参考 

•民泊ポータルサイト(住宅宿泊管理業関係) 

(住宅宿泊管理業者とは)  

https://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/business/acting/index.html  

(登録について) 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/business/acting/registration.html 

(業務について) 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/business/acting/affairs.html 

 •法令関係リンク  

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/sosei_const_tk3_000134.html 
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表１ 登録申請に係る必要書類一覧【新規・更新時】
（法人業者用）

【新規・更新の申請】
住宅宿泊事業法第23条第１項及び第２項の規定により、住宅宿泊管理業の登録又は更新を受けようとする者は、以下の該当する書類について提出する必要があります。

宅建業者（※１） マン管業者（※２） 賃管業者（※３） 左記以外

（第一面）
商号、名称又は氏名及び住所
代表者又は個人

○ ○ ○ ○ ○

（第二面） 法定代理人 × × × × －

（第三面） 役員 ○ ○ ○ ○ ○

（第四面） 営業所又は事務所 ○ ○ ○ ○ ○ ・営業所又は事務所毎に作成

（第五面） 既存の免許又は登録 ○ ○ ○ × ○

（第六面）
新規：登録免許税領収証書を添付
更新：収入印紙を添付

○ ○ ○ ○ ×
【新規申請】90,000円
【更新申請】システムを利用して申請する場合：19,100円

システムを利用せず申請する場合：19,700円

2 略歴書 × × × ○ × ・役員 ※相談役及び顧問を含む

（第一面） 相談役及び顧問 × × × ○ ○
・該当の有無を問わず提出
・該当者がいない場合は余白に「該当なし」と記入

（第二面）
5/100以上の株式を有する株主又は5/100以上の
額に相当する出資をしている者

× × × ○ ○
・該当の有無を問わず提出
・該当者がいない場合は余白に「該当なし」と記入

4 法人用の誓約書 ○ ○ ○ ○ ○
※
※

5 × × × ○ ○

6 × × × ○ ※６
・主たる営業所又は事務所所在地の法務局（登記所）発行
・発行日から３ヶ月以内のもの

7 × × × ○ ×
・法人税（直前１年分で発行日から３ヶ月以内のもの）
・税務署発行
※新設法人の場合は不要

8
役員が、破産手続開始の決定を受けて復権を得
ない者に該当しない旨の市町村の長の証明書

× × × ○ ×
・役員 ※相談役及び顧問は含まない
・本籍地の市区町村発行
・発行日から３ヶ月以内のもの

9 × × × ○ ○
・直近１年分
※新設法人の場合は貸借対照表のみ

○ ○ ○ ○ ○

次のいずれかの書類とする。

【事業者の免許等で証明する場合】
・住宅の取引又は管理に関する２年以上の事業経歴書
・宅地建物取引業の免許証の写し
・マンション管理業の登録の通知書の写し
・賃貸住宅管理業の登録の通知書の写し

【従業員等の資格等で証明する場合】
・登録実務講習の修了証の写し
・住宅の取引又は管理に関する２年以上の職務経歴書
・宅地建物取引士証の写し
・管理業務主任者証の写し
・登録証明事業の証明書の写し（※７）
＋ 従業員が雇用されていることを証する書類

（雇用契約書の写し、健康保険証の写し等）

○ ○ ○ ○ ○

・苦情等対応における人員体制図（必須）
・使用する機器の詳細を記載した書面（ICT等を用いて遠隔で
業務を行うことを予定している場合は必須）
・再委託先に求める人員体制の要件を記載した書面（再委託に
よる人員の確保を予定している場合は必須）
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○（※５）

＜システム申請の場
合は不要＞

○（※５）
＜システム申請の場

合は不要＞

○（※５）
＜システム申請の場

合は不要＞

○（※５）
＜システム申請の場

合は不要＞
－

※４ システム申請ができない（×になっている）項目は、別途郵送等により提出する必要があります。
※５ 主たる営業所又は事務所の所在地を管轄する地方整備局等から登録を行った旨の通知書を申請者に対して発送するために必要になりますが、申請時点で民泊制度運営システムにおいてメールアドレスを登録している申請者については、

登録されているメールアドレス宛に登録を行った旨の通知を行うため、返信用封筒は不要になります。
※６ 登記情報提供サービスにて発行される照会番号（有料）を民泊制度運営システムに添付することでシステム申請が可能になります。
※７ 登録証明事業による証明を受けている者（令和３年度以降に賃貸不動産経営管理士試験に合格した者）については賃貸不動産経営管理士認定証書の写し又は賃貸不動産経営管理士証の写しのいずれか、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律施行規則の一部を改正する

省令（令和３年国土交通省令第34号）附則第２条の規定により登録証明事業による証明を受けている者とみなされる者（令和２年度までに賃貸不動産経営管理士試験に合格し、令和４年６月までに登録した賃貸不動産経営管理士）については、賃貸不動産経営管理士証の写し及び
同条の講習（移行講習）の修了証の写しを提出する必要があります。

（注２）申請内容を確認するために、その他書類を必要に応じて求める場合があります。

番
号

書類の名称

第一号様式1

3

履歴事項全部証明書

納税証明書（その１納税等証明用）

第四号様式

定款又は寄付行為の写し

記載事項
システム申請

の可否
（※４）

備考

第二号様式

第三号様式

書類の要否（法人）

（注３）登録申請者は、法第25条第１項に該当する事由の有無の審査のため、登録を実施するために提出した書類に記載の個人情報が警察当局に提供されることに同意の上、書類を提出してください。

（注１）紙による申請の場合（紙とシステム申請を併用する場合も含む。）は、提出する部数は、正本１部。

身分証明書

最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書の写し

返信用封筒
（A４サイズ、宛先を記載の上、返信に必要な料金分の切手を貼付、又
はレターパックライト・レターパックプラスでも可)

※１ 宅地建物取引業法第２条第３号に規定する宅地建物取引業者

10 必要な体制が整備されていることを証する書類

①管理受託契約の締結に係る業務の執行が法令に適合することを確
保するための必要な体制

②住宅宿泊管理業務を適切に実施するための必要な体制

※２ マンションの管理の適正化の推進に関する法律第２条第８号に規定するマンション管理業者
※３ 賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律第２条第３項に規定する賃貸住宅管理業者
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表２ 登録申請に係る必要書類一覧【新規・更新時】
（個人業者用）

【新規・更新の申請】
住宅宿泊事業法第23条第１項及び第２項の規定により、住宅宿泊管理業の登録又は更新を受けようとする者は、以下の該当する書類について提出する必要があります。

宅建業者（※１） マン管業者（※２） 賃管業者（※３） 左記以外

（第一面）
商号、名称又は氏名及び住所
代表者又は個人

○ ○ ○ ○ ○

（第二面） 法定代理人
○

※５
○

※５
○

※５
○

※５
○ ・未成年者である場合に作成

（第三面） 役員 × × × × －

（第四面） 営業所又は事務所 ○ ○ ○ ○ ○ ・営業所又は事務所毎に作成

（第五面） 既存の免許又は登録 ○ ○ ○ × ○

（第六面）
新規：登録免許税領収証書を添付
更新：収入印紙を添付

○ ○ ○ ○ ×
【新規申請】90,000円
【更新申請】システムを利用して申請する場合：19,100円

システムを利用せず申請する場合：19,700円

2 略歴書 × × ×

○
＜未成年者の場合は、法定代理
人（法定代理人が法人である場
合はその役員）を含めて提出＞

×

3 財産に関する調書 × × × ○ ○ ・申請日３ヶ月以内で任意の日付を設定

4 個人用の誓約書 ○ ○ ○ ○ ○
※
※

5 × × ×

○
＜未成年者の場合かつ法定代理
人が法人である場合のみ必要。
その法定代理人について提出＞

※７
・主たる営業所又は事務所所在地の法務局（登記所）発行
・発行日から３ヶ月以内のもの

6 × × × ○ ×
・所得税（直前１年分で発行日から３ヶ月以内のもの）
・税務署発行

7
登録申請者が、破産手続開始の決定を受けて復
権を得ない者に該当しない旨の市町村の長の証
明書

× × ×

○
＜未成年者の場合は、法定代理
人（法定代理人が法人である場
合はその役員）を含めて提出＞

×
・役員及び個人本人の全員について必要
・本籍地の市区町村発行
・発行日から３ヶ月以内のもの

○ ○ ○ ○ ○

次のいずれかの書類とする。

【事業者の免許等で証明する場合】
・住宅の取引又は管理に関する２年以上の事業経歴書
・宅地建物取引業の免許証の写し
・マンション管理業の登録の通知書の写し
・賃貸住宅管理業の登録の通知書の写し

【従業員等の資格等で証明する場合】
・登録実務講習の修了証の写し
・住宅の取引又は管理に関する２年以上の職務経歴書
・宅地建物取引士証の写し
・管理業務主任者証の写し
・登録証明事業の証明書の写し（※８）
＋ 従業員の場合は雇用されていることを証する書類

（雇用契約書の写し等）

○ ○ ○ ○ ○

・苦情等対応における人員体制図（必須）
・使用する機器の詳細を記載した書面（ICT等を用いて遠隔
で業務を行うことを予定している場合は必須）
・再委託先に求める人員体制の要件を記載した書面（再委
託による人員の確保を予定している場合は必須）

9 × × × ○ ×
・個人本人について必要
・発行日から３ヶ月以内のもの

10
○（※６）

＜システム申請の場合
は不要＞

○（※６）
＜システム申請の場合

は不要＞

○（※６）
＜システム申請の場合

は不要＞

○（※６）
＜システム申請の場合は不要＞

－

※４ システム申請ができない（×になっている）項目は、別途郵送等により提出する必要があります。
※５ 登録申請者が未成年者である場合においては、法定代理人の同意書の添付が必要になります。
※６ 主たる営業所又は事務所の所在地を管轄する地方整備局等から登録を行った旨の通知書を申請者に対して発送するために必要になりますが、申請時点で民泊制度運営システムにおいてメールアドレスを登録している申請者については、

登録されているメールアドレス宛に登録を行った旨の通知を行うため、返信用封筒は不要になります。
※７ 登記情報提供サービスにて発行される照会番号（有料）を民泊制度運営システムに添付することでシステム申請が可能になります。
※８ 登録証明事業による証明を受けている者（令和３年度以降に賃貸不動産経営管理士試験に合格した者）については賃貸不動産経営管理士認定証書の写し又は賃貸不動産経営管理士証の写しのいずれか、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律施行規則の一部を改正する

省令（令和３年国土交通省令第34号）附則第２条の規定により登録証明事業による証明を受けている者とみなされる者（令和２年度までに賃貸不動産経営管理士試験に合格し、令和４年６月までに登録した賃貸不動産経営管理士）については、賃貸不動産経営管理士証の写し及び
同条の講習（移行講習）の修了証の写しを提出する必要があります。

（注２）申請内容を確認するために、その他書類を必要に応じて求める場合があります。
（注１）紙による申請の場合（紙とシステム申請を併用する場合も含む。）は、提出する部数は、正本１部。

（注３）登録申請者は、法第25条第１項に該当する事由の有無の審査のため、登録を実施するために提出した書類に記載の個人情報が警察当局に提供されることに同意の上、書類を提出してください。

第六号様式

履歴事項全部証明書

納税証明書（その１納税等証明用）

身分証明書

住民票の抄本

※１ 宅地建物取引業法第２条第３号に規定する宅地建物取引業者
※２ マンションの管理の適正化の推進に関する法律第２条第８号に規定するマンション管理業者
※３ 賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律第２条第３項に規定する賃貸住宅管理業者

8 必要な体制が整備されていることを証する書類

①管理受託契約の締結に係る業務の執行が法令に適合することを確
保するための必要な体制

1 第一号様式

第二号様式

第五号様式

番
号

書類の名称 記載事項
書類の要否（個人） システム申請

の可否
（※４）

備考

返信用封筒
（A４サイズ、宛先を記載の上、返信に必要な料金分の切手を貼付、
又はレターパックライト・レターパックプラスでも可)

②住宅宿泊管理業務を適切に実施するための必要な体制

5
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線
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11


四角形


テキストボックス
※役員が第一面記載の代表者1名のみである場合、余白部分に「該当なし」と記載すること。
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四角形


四角形
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四角形


四角形
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登 録 免 許 税
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四角形


四角形
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至 H22 年 3 月

至 H28 年 8 月

至

至

至 年 月

至

至 年 月

満 2 年 5 月

(満 2 年 5 月)

年 ○ 月 ○ 日

自

（Ａ４）

事業経歴書

期 間 事業経歴年数 事 業 の 内 容

年 0 月 住宅の管理に関する事業（契約実務を伴う業務を含む）

自 H27 年 4 月
満

自 H21 年 4 月
満 1

1 年 5 月 住宅の管理に関する事業（契約実務を伴う業務を含む）

自

自

自

自

小 計

(累 計)

上記のとおり、事業の経歴を有することに相違ありません。

備考

① 「事業の内容」の欄は、登録申請者が行った住宅の取引又は管理に関する契約実務を伴う事業について全て記載するこ
と。
② 「小計」の欄は、「事業経歴年数」の欄に記載した年数を月単位で通算して記載すること。

複数枚に及ぶ場合は頁毎に累計を記載すること。

東京都千代田区霞ヶ関２－１－３
国土交通ビル１階

登録申請者
霞ヶ関不動産株式会社
代表取締役 霞ヶ関 太郎

令和○○

①

②

作成に当たっては、備考欄のほか以下の点に留意ください。

・住宅以外（例えば事務所や店舗など）の取引や管理に関する事業は記入できません。

・契約実務を伴わない業務実績は記入できません。

依頼者との調整、契約に関する事項の説明、契約書面の作成及び交付といった契約実務に関する

一連業務を実施している必要があります。

※ 当初登録時において資格者等の設置により要件を満たしていたが、その資格者が退職することとなった場合、住宅宿泊管理

業務を２年以上住宅宿泊管理業務を受託して実施していた経験により、住宅宿泊管理業者として必要な要件を満たすと認められ

る場合があります。この場合、記載例を参考に事業経歴書を作成の上、必要な体制に係る変更報告書面の提出が必要です。

新規行う場合は該当しません
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至 H26 年 3 月

至 H29 年 5 月

至

至

至

至

至

満 2 年 2 月

(満 2 年 2 月)

年 ○ 月 ○ 日

自

（Ａ４）

実務経験者職務経歴書

氏名 国土 真一

期 間 実務経験年数 業 務 の 内 容

年 0 月
住宅の管理委託契約に関する業務（依頼者との調整業務、契約に関する事項の説明業
務、契約書面の作成及び交付業務を含む）

自 H28 年 4 月
満

自 H25 年 4 月
満 1

1 年 2 月
住宅の管理委託契約に関する業務（依頼者との調整業務、契約に関する事項の説明業
務、契約書面の作成及び交付業務を含む）

自

自

自

自

東京都千代田区霞ヶ関２－１－３
国土交通ビル２階

証明者
国土管理株式会社
代表取締役 国土 花子

小 計

(累 計)

上記の者は、上記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和○○

備考

証 明 を 得 る こ と
が で き な い 場 合

そ の 理 由
証 明 者 と 被 証
明 者 と の 関 係

元従業員

① 「業務の内容」の欄は、本人が従事した住宅の取引又は管理に関する契約実務を伴う事務について全て記載すること。
② 「小計」の欄は、「実務経験年数」の欄に記載した年数を月単位で通算して記載すること。

ただし、期間が重複している場合でも実期間で通算すること。複数枚に及ぶ場合は頁毎に累計を記載すること。
同時期に２以上の業務を担当した場合には、従事した期間が重複することのないよう留意して記載すること。

③ 証明者は実務の経験をした会社等の代表者とし、複数の会社等での経験を併せて実務経験とする場合は、それぞれの会社等ご
とに作成し、それぞれの会社等の代表者が証明すること。
④ 証明者証明を得ることができない場合とは、例えば、過去に従事していた会社で実務の経験があったが、現在当該会社が消滅
している場合などが考えられる。単に現在従事している会社以外の実務の経験という理由では認められない。

①

②

③

④

作成に当たっては、備考欄のほか以下の点に留意ください。

・住宅以外（例えば事務所や店舗など）の取引や管理に関する契約業務は記入できません。

・契約実務を伴わない業務経験は記入できません。
契約実務の一連業務となる「依頼者との調整、契約に関する事項の説明、契約書面の作成及び交付」全てを行うことができる者又はそれを

補助する者であることが必要になります。単に資料の作成を行っていたというだけでは認められません。

※契約実務を伴う経歴例・・・宅建業の免許を有している会社で、宅建士の資格を有している上司の指示のもとで、依頼者との調整業務、契

約に関する事項の説明に関する業務（資料の作成等）、契約書面の作成及び交付業務といった契約行為に関して補助的に業務を行っていた

者の経歴

・自己所有の住宅物件における賃貸借に関する契約行為は、実質的には管理業者が契約行為の調整を行い、

貸主は契約書に記名押印するだけというような場合は、実務経験があるとは認められません。

反復的に賃貸業を営んでいることが必要です。

・内容を確認するために、その他書類を必要に応じて求める場合があります。
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